
戦後改革
極東国際軍事裁判（東京裁判） 日本国憲法の公布・施行

教育基本法

財閥解体

農地改革とはどんな改革か？

1940 年

1950 年

1940 年

1950 年

戦争犯罪人とみなした軍や政府を裁判にかける。
国民主権・基本的人権の尊重・平和主義の 3つを基本原則とする

民主主義教育の基本を示す

日本の経済を支配してきた財閥の解体

地主が持つ小作地を政府が買い上げて

小作人に安く売りわたし、自作農をふやす。

三井・三菱・住友・安田

戦争中に重要な地位にあった人々を追放
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労働改革
労働組合法の制定

選挙法の改正でどのような人に

選挙権があたえられたか？

選挙権が満 20 歳以上の男女に与えられる


